
　今，佐藤学部長から大変過分な言葉をいただきましておもはゆい気持ちでございますけど，感謝

申し上げたいと思います。本日は私の最終講義ということで，ゼミの卒業生の皆さん，遠方からご

参加いただきましてありがとうございます。感謝申し上げたいと思います。

　最初に私が産業社会学部に赴任しまして以降今日までの学部の発展について，一言申し上げたい

と思います。私が１９７６年４月，産業社会学部にきた時には産業社会学部は立命館大学の中で新しい

学部でした。学生定員が４００から５００名になった時で教員数は３９名，４人新任で来たのですが，それ

で３９名になりました。新設学部だということもありまして夜間の二部もございませんでした。学部

の教学理念が「新しい社会科学の創造」という気宇壮大な教学理念でしたが，学際的な学部という

こともあり，必ずしもカリキュラム体系がしっかりしているものではございませんでしたので，学

部の教職員，学生，院生は産業社会学部を発展させたいということで，私の在任中３４年間は，学部

改革の連続であったと思います。ほんとに頑張ってここまできたなと思います。産業社会学部は高

等教育への社会的・国民的要請に応えるために連続的な教学改革を進めてきました。そういう中で

飛躍的な発展を遂げたと確信しております。現在，学生定員は９００名，教員数は９０名を越える教員

になっております。立命館大学の社会科学系学部の中では最大学部になりました。単に規模が大き

くなったことだけではなく，時代にあった形の高等教育を行う学部になったと思っています。そう

いう中で学生たちもこの間，頑張ってきまして最初の頃は産業社会学部で，どういう専門学力を身

につけたらいいのかよくわからないことから雑業学部だという声もありましたが，現在では時代に

あった形で学際的な新しい社会科学の形成までいっているかどうかは不確かではありますが，それ

に近づける形での学部になり，学生自身も専門学力を身につけてきていると思います。この学部の

これまでの発展は一言で言うと，学生，院生，教職員による学部の全体の組織力の結実であったと

思います。そういう点で私自身も学部の発展のために，その一員として３４年間を過ごすことがで

き，大きな達成感をえることができました。その点ではほんとに幸せな職業生活を過ごすことがで

きたと思っています。そのことについて学部の皆さんに深く感謝申し上げたいと思います。

　さて，これからお話する内容は私の３４年間の研究のややまとめ的な話ですので，すべてを話し尽

くすことはできません。話が一般的，抽象的になりますので，資料を用意いたしまして事実の裏付
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けを示しておきたいと思います。

　地域社会の変貌ということで最初に強調したいのは日本の社会の歴史的な発展は極めて短縮され

た形で発展してきているということであります。そのことについてのお話を最初に申し上げたいと

思います。社会学的視点による歴史把握。社会学という学問はどういう学問か。私は社会の総体，

ゲゼルシャフト，経済，政治，文化も含む広い意味とゾチアールという経済領域と違って，社会領

域という狭い意味での社会概念もありますが，私は政治，経済も含む社会の総体の実態を解明する

のが社会学だと理解しております。この点は他の社会科学，法学，経済学，歴史学などが，それぞ

れの社会の一つの領域を研究対象にしている学問であって，社会学は違うと見ているわけです。こ

の点で，面白い体験をしたことがあります。十数年前，法学部の憲法を研究している先生と一緒に

研究会で同席したことがあります。その先生が「日本は新憲法が制定されて以降，憲法は常に改悪

の一途をたどってきた。実質的に新憲法の理念は失われるかもしれない。そういう点では日本の社

会は昭和２０年代が最もすばらしい時代であった。だんだん日本の社会は悪くなっている」と。私は

びっくりしまして，そんなバカなはずはないだろうと。日本の社会は総体として見た時に発展して

きている。解釈改憲とかあったけれども，社会の総体として見た時に，国民生活の実態を見れば，

日本の社会は発展しているというのが私のとらえ方だったわけです。その時に，私のとらえ方は日

本の社会が短縮されて発展しているということなんですが，人類の歴史を大きく区分しますと，前

近代，近代，現代と分けることができるかと思います。戦後だけとってみても前近代と近代と現

代，この３つの大きな歴史的な段階を経て発展を遂げてきていると思うわけです。６０歳以上の方は

３つの時代を実体験として感覚的に理解することができるのではないかと思います。

　そういう前近代，近代，現代の歴史的発展はヨーロッパで見ると数百年かかっている。それが日

本の場合，およそ６０年間で，この３つの時代を経てきていると思います。それは社会を総体として

見た時に，というということと深くかかわっていまして，とりわけ地域社会で見た時には，そのこ

とを強く感じるわけでございます。戦後だけに限ってみましても，日本の高度経済成長前，昭和２０

年代は日本は農村型社会だった。農村型社会は村落共同体が地域社会の内実であります。まさに自

己完結的な社会であります。そこの経済は自給自足的経済，国民の生活は貧しかったことが当時の

状況でした。私の小学生時代の生活を振り返ってみますと，貧しい食生活の中で栄養不足で，いつ

も小学生は青い鼻水を２本垂らして紙もありませんので服の袖で拭いてカパカパになる。冬になる

と，しもやけ，あかぎれができる。小学校の教室は裸足で歩いているという状況でした。小学校５

年生の時，生まれて初めてインスタントラーメンを食べました。世の中にこんなおいしい食べ物が

あるのかと感動したことを覚えています。そういうのが私たちの小学生時代の状況だったわけで

す。

　それが高度経済成長期に入りますと，まさに日本は全般的都市化という段階に入ってきます。宮

本憲一先生の言葉によりますと，ゲルマン民族大移動に匹敵するくらいの農村から都市への人口移

動があった。そのことは資料①で明白であります。こうして日本は一気に工業社会化してきます。

当時の池田勇人首相が所得倍増計画を発表しました。そんなことが実現できるのかと信じられませ
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資料①　市部・郡部別人口と割合および市町村数：１９２０～２００５年

市町村数割　合（％）人　口（１,０００人）
年　次

町　村市３）総　数３）郡　部市　部郡　部市　部

１２,１６１ ８３１２,２４４８２.０１８.０４５,８６６１０,０９７１９２０
１１,９１７１０１１２,０１８７８.４２１.６４６,８４０１２,８９７１９２５
１１,７５５１０９１１,８６４７６.０２４.０４９,００６１５,４４４１９３０
１１,４１８１２７１１,５４５６７.３３２.７４６,５８８２２,６６６１９３５
１１,０２２１６８１１,１９０６２.３３７.７４５,５３７２７,５７８１９４０
１０,３３０２０６１０,５３６７２.２２７.８５１,９７６２０,０２２１９４５１）

１０,２９１２１４１０,５０５６６.９３３.１５２,２４４２５,８５８１９４７１）

１０,２４６２５４１０,５００６２.７３７.３５２,７４９３１,３６６１９５０
４,３８１４９６４,８７７４３.９５６.１３９,５４４５０,５３２１９５５
３,０１３５６１３,５７４３６.７６３.３３４,６２２５９,６７８１９６０２）

２,８６８５６７３,４３５３２.１６７.９３１,８５３６７,３５６１９６５
２,７４３５８８３,３３１２７.９７２.１２９,２３７７５,４２９１９７０
２,６１３６４４３,２５７２４.１７５.９２６,９７２８４,９６７１９７５
２,６０９６４７３,２５６２３.８７６.２２７,８７３８９,１８７１９８０
２,６０２６５２３,２５４２３.３７６.７２８,１６０９２,８８９１９８５
２,５９０６５６３,２４６２２.６７７.４２７,９６８９５,６４４１９９０
２,５６８６６５３,２３３２１.９７８.１２７,５６１９８,００９１９９５
２,５５８６７２３,２３０２１.３７８.７２７,０６１９９,８６５２０００
１,４６６７５１２,２１７１３.７８６.３１７,５０４１１０,２６４２００５

総務省統計局『国勢調査報告』による。ただし，１９４５年は１１月１日現在の人口調査による。１）沖縄県を含まない。２）長野県と
岐阜県の間の境界紛争地域の人口（７３人）と岡山県児島湾干拓第７区の人口（１,２００人）は，全国に含まれているが，市部また
は郡部には含まれていない。３）東京都特別区部は１市として計算されている。

東京，大阪，名古屋の５０キロ圏の人口および割合：１９６０～２００５年

割　合（％）人　口（１,０００人）
地　域

２００５年１９８０年１９６０年２００５年２０００年１９９０年１９８０年１９７０年１９６０年

１００.０１００.０１００.０１２７,７６８１２６,９２６１２３,６１１１１７,０６０１０４,６６５９４,３０２全国
４４.９４２.４３３.４５７,４２４５６,１４３５３,８４２４９,５９３４２,３６７３１,５０３５０キロ圏計
２４.８２２.５１６.７３１,７１４３０,７２４２９,２００２６,３４３２１,９５３１５,７８８東　京５０キロ圏
１３.０１３.２１０.９１６,６６３１６,５６７１６,２１０１５,４２２１３,６４０１０,３２３大　阪５０キロ圏
７.１６.７５.７９,０４６８,８５２８,４３２７,８２８６,７７４５,３９２名古屋５０キロ圏
５５.１５７.６６６.６７０,３４４７０,７８３６９,７６９６７,４６８６２,２９８６２,７９９その他の地域

総務省統計局『国勢調査報告』による。旧東京都庁，大阪市役所，名古屋市役所を中心としたそれぞれ半径５０キロメートルの円
内にある地域である。

東京，大阪，名古屋の５０キロ圏の人口増加および人口密度：１９６０～２００５年

人口密度（１km2当たり）人口増加数（１,０００人）
地　域

２００５年２０００年１９９０年１９８０年
２０００～

０５年
１９９０～

９５年
１９８０～

８５年
１９７０～

７５年
１９６０～

６５年

３４３３４０３３２３１４８４２１,９５９３,９８９７,２７４４,９０８全国
２,４８６２,４９９２,４０６２,２１５１,４１５１,０３６２,２６１４,６８５５,５５０５０キロ圏計
４,１５８４,０２８３,８３１３,４３９１,０９７６７２１,４８１２,７９０３,１１１東　京５０キロ圏
２,０９４２,２０９２,１８３２,０８２９１１３９４６９１,２４０１,７４１大　阪５０キロ圏
１,２０４１,２０６１,１５０１,０６９２２７２２６３１１６５６６９８名古屋５０キロ圏
２０１１９９１９９１９３－５７３９２３１,７２８２,５９８－６４３その他の地域

総務省統計局『国税調査報告』による。各期間の人口増加数は，各市区町村の期末時における境域の人口による。

出典：国立社会保障・人口問題研究所編集『人口の動向─日本と世界─人口統計資料集２００９』財団法人厚生統計協会発行
２００９．３



んでしたが，現に所得倍増になりました。こうして大量消費生活様式が確立されていくことになる

わけであります。

　さらにポスト高度経済成長になりますと都市型社会，日本の国土全体か都市であるかのような様

相を呈してまいります。脱工業化ということになってきます。そしてグローバル化，世界，地球が

一つになっていくような時代に入ってまいります。少子高齢化という，これまで人類が体験しなか

ったような新しい事態に入ってくるということであります。

　こういう農村型から都市型社会という形での社会的変動が，短期間のうちに進展したことが，日

本の社会，地域社会を，時間的・空間的な重層構造をつくりあげていく，諸外国にはあまり例をみ

ない日本独特の社会，地域社会の特質をつくりあげてきているのではないかと私には思えるわけで

あります。

　時間的重層構造ということで言いますと，前近代，近代，そして現代のそれぞれの時代の諸要素

を内包した形での社会システム，社会関係，人間関係というものが重層化されてあるということで

す。このことを日本的集団主義，日本文化論という形で，さまざまに表されていますが，私には前

近代が克服されて近代になり，近代が克服されて現代になるのとは違う，それぞれの要素を少しず

つ残しながら，今の現在の日本社会，地域社会になっているという特徴があるだろうと思えます。

　この点は日本の社会は明治維新政府が成立した経過，世界大戦終了後，戦後の日本社会が成立し

た経過を見た時，欧米諸国の近代市民社会が成立したものとは全く違う日本なりの特徴，明治維新

政府が封建制社会から一応，形が近代市民社会になっていくのは，欧米のような市民革命を経てで

はなく，欧米列強国の圧力があって，有力封建領主の下級士族の一部が立ち上がって大政奉還させ

る。一般の人民大衆は，それにほとんど関与していない。あるいは第二次世帯大戦後，日本はポツ

ダム宣言を受諾して新憲法を軸として新しい近代的な市民社会の法制度ができあがっていきます

が，それは連合国側のポツダム宣言を具体化しようとするGHQによって民主化政策が採用される

中でつくり上げられていく。日本の一般国民大衆は，ほとんどそこに関与できなかった。それどこ

ろか敗戦直後，１億総懺悔といって侵略戦争に全く責任のない一般国民までが敗戦の責任を感じな

ければならないような報道がなされるというようなことです。

　このような社会の革命的な変換というものを，欧米のように人民の大きな力，人民の血やエネル

ギーを結集して当時の支配階級を打倒していくということではなく実現されたことが，日本の前近

代，近代，現代の重層構造をつくりあけていく一つの大きな要因になっているのではないかと思い

ます。

　さらに空間的な重層構造でいいますと，先に農村型社会，全般的都市化社会から都市型社会へと

言いましたが，これもすべて農村型社会が克服されて，全般的都市化段階になり，さらに都市型社

会になっていくという，一つの時代の諸要素を克服して次の時代になっていくのではなく，それぞ

れの要素を残しながら空間的にも重層構造が形成されていくとことになる。二重の意味での重層構

造の日本社会，地域社会が形成されてきている。こういうふうに思うわけであります。都市型社会

の現在では，グローバルには日本の地域社会は基礎自治体を単位とする地域社会と，国民国家，さ
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らにその上に地球社会という三層構造の形で現在があると見る必要があるかと，この間，検討しな

がら考えてきました。

　次に，そういう日本社会の短縮された歴史的発展の中に，このような特質を持つ地域社会が，同

時に急激な変貌を遂げてきていることについて，その規定要因とその諸結果についてしっかりと見

ておかなければならないと思います。まず一つは財政学者の島恭彦先生がおっしゃっていることで

すが，「資本主義の地域的集中・集積と外延的膨張の傾向」がある。これは日本でも，世界的にもこ

ういう方向で進んでいると思います。地域的集中・集積は金融的集中・集積，または第三次産業，

人口の集中，政治権力の集中等，広い意味で使っております。それと工業または商業の地域的集

中・集積，島先生は両者は地域的に一致する場合もあるが，当然異なる場合もあると言われていま

す。こういう資本主義の地域的集中・集積と同時に，もう一つは外延的膨張。資本の支配権の拡大

も進展していっています。これは交通輸送条件の発達によって原料，エネルギー資源，労働力の獲

得範囲，さらには販売消費圏の拡大が加速度的に展開してきています。それは当然，国内の地域的

な変動，それは同時に地球的にも，その方向で展開してきているわけであります。そのことが地域

社会間，地域社会の内部にどういう状況をもたらすか。これは地域的不均等発展であります。同時

に経済力格差を必然化させていく方向であります。地域的不均等発展でいいますと，産業構造の不

均等発展，その場合に基本は農工間の不均衡。さらには工業の中でも産業間のスクラップ・アン

ド・ビルドということが市場経済である限り，不可避的に進展していきます。農業地域と工業・商

業地域の不均等発展をもたらすわけであります。これが傾向的に進展していきまして，今日では東

京一極集中と，地方の停滞・衰退の事態をもたらします。さらにこのことが日本社会全体，地域社

会の内部で各種の経済力格差というものをもたらしてきます。成長・繁栄産業と停滞・衰退産業の

格差，大企業と中小零細企業の格差，正規雇用と非正規雇用の格差というものを必然的にもたらす

わけであります。そしてこのことは地域間格差と同時に地域内格差をもたらします。

　トヨタの調査をやっていると紹介いただきましたが，８０年代中頃，豊田市内のトヨタ自動車系列

の第二次下請けの経営者の方に話を聞いたことがあります。その時に経営者の方がおっしゃった言

葉が印象的で，今でも忘れられません。従業員３０名程度の規模の会社でそのほとんどがパート女性

です。トヨタの社員のブルーカラーの主婦の方々が大半ですが，経営者の方は「トヨタが成長する

ようになってから下請け企業になった。２０年以上してトヨタ本社を見てごらんなさい。世界のトヨ

タと言われるほどの巨大企業になった。私は２０年間，トヨタの下請けをやってきたが企業規模，私

自身の生活は２０年前と全く変わりません。同じです。何を意味していますか。私たちを搾り取って

いるといわざるをえない」と。市場経済である限り，地域不均等発展である限り，経済格差は避け

られないということであります。地域社会の急激な変貌は資本主義の集中・集積と膨張の結果であ

るわけですが，しかしそのトータルな社会的な結果を，どういうふうに見るべきか。私は次のよう

に見ていきたいと思います。

　まず何よりも強調したいことは，資本主義の偉大な文明化作用についてです。イギリスで１８世紀

半ば，産業革命以降，それまでの１万数千年の人類の歴史の生産力をはるかに越える生産力を実現
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したのは資本主義，市場経済であります。その資本主義の物質的な巨大な財貨を生み出す力は，さ

まざまな文化的な影響を与えるわけで，そのことをまず一つはきちんと確認しておく必要があるだ

ろうと思います。そういう偉大な文明化作用という点で，いくつかの点を言いますと市場経済を通

じてごく短期間のうちに巨大な社会的生産力を実現した。日本の社会にあてはめますと，高度経済

成長以降，豊かで快適・利便な生活を実現した。昭和３０年代には「三種の神器」という言葉があり

ました。白黒テレビ，冷蔵庫，洗濯機，これが商品として市場に出回りますと，１０年たらずでアッ

という間にすべての国民に普及していったわけであります。昭和４０年代には「３C」という言葉が

ありました。カラーテレヒ，カー，クーラー。短期間のうちに大半の国民生活の中に浸透していっ

たわけであります。

　そして３つ目は，平均寿命が飛躍的に伸びています。１９２１～２５年，戦前段階では男性で４２.０６歳，

女性で４３.２０歳であります。戦後，１９４７年（昭和２２年），男性は５０.０６歳，女性は５３.９６歳。人生５０年と

いうことでありました。それが今は２００７年段階で男性が７９.１歳。女性が８５.９９歳。正に人生８０年時代

になってきているわけであります。次には国民の精神的な風格の改変，これはレーニンの言葉です

が，国民の教育水準は進展しまして大学は大衆化時代というよりも，ユニバーサル時代というとこ

ろまで来ているわけでございます。こうしたことは生産の社会化，生活の社会化を飛躍的に進展さ

せてきています。このことは何を意味するか。今日まで市場経済がつくりあげてきた巨大な社会的

生産力の実現によって，社会全体の民主的管理の可能性というものが拡大してきているということ

であります。残念ながら市場経済はまさに地域的不均等発展的な展開をとらざるをえず，経済力格

差が避けられないわけですが，それをなくしていく物質的基礎ができあがっているということで

す。

　他方，地域不均等発展と経済力格差の拡大というのは，高度経済成長前の古典的貧困に加えて現

代的貧困や新しい社会病理，社会問題を噴出させてきているという，これもまた市場経済のもう一

方の側面として看過することはできません。それは長時間労働，過密労働，過労死，失業，ストレ

ス亢進，うつ病の蔓延，家族関係の不安定化，児童虐待，高齢者虐待，自己破産，離婚，ホームレ

ス，犯罪・自殺の増大。こういう問題は皆さんご承知の通りでございます。自殺という点でいいま

すと，３万人を越える自殺者が１１年間連続して発生しているわけです。これが市場経済のもう一つ

の側面してあるのだということ，これは解決していかなければならない課題だと受け止めなければ

ならないと思います。

　こういう現代的貧困，新しい社会問題を噴出させていくということは，社会の市場経済という大

きな経済的メカニズムの中で避けられないということを前提にしつつも，同時にこういう現象が具

体的に発生してくるメカニズムは，同時に個人的，家族的なものと絡み合っているということを看

過しているわけではありません。そのことにかかわって一言だけ触れておきますと，資料②をみて

ください。これは世帯の家族類型別変化を示したものです。１９６０年と２００５年，４５年間を比較したも

のであります。１９６０年，高度経済成長か開始した頃ですが，この頃の家族類型は核家族化がいわれ

ていた時代でございます。親族世帯のなかの夫婦と子ども世帯，これが４３.４％と一番多い。同時に
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夫婦，子ども，親世帯，つまり３世代世帯２５.４％が次いでいます。農村型社会，ムラ社会における

家族の大半は３世代世帯＝直系家族であり，日本の家族の典型だったわけです。しかし高度成長に

なって核家族が増えてきている。同時に直系家族もまだ２５.４％とかなりの割合を占めている。単独

世帯が４.７％と，５％に満たない。それが４５年たちますと，核家族が２９.９％，一番多いですが，しか

し激減しています。そして単独世帯が２９.５％と核家族にほぼ匹敵する数値になっている。おそらく

今度の２０１０年国勢調査によると，ひょっとすると単独世帯が第一位を占めるかもしれない。このこ

とは家族の縮小，家族機能の低下，現代人の個人化を示している。家族が生活の単位，生活防衛の

拠点という意味合いは，かなり大きく減退しているということです。これはおそらく現代的貧困や

新しい社会病理，社会問題と深くかかわっているのではないかと思えてなりません。言及はそこま

でに止めておきたいと思います。

　さてこれまで地域社会の急激な変貌を見てきましたが，次にその中で，社会的な発展，進歩の面

を前進させながら負の部分を克服していく，解決していくためには何といっても住民自治を発展さ

せなければならないと考えています。しかし住民自治の発展というのは，おそらく一直線上にはい

かないだろう。さまざまな試行錯誤をしながら，いろんな問題にぶつかりながら徐々に発展してい

くだろうという意味で「住民自治の模索」というタイトルにいたしました。

　この問題も最初にみておかないといけないのは日本の統治構造の変化であります。日本の統治構

造は明治維新以降，長い間，官治・集権の時代でございました。明治維新から敗戦までは絶対主義

的天皇制国家でありまして，地方制度はありましたが，地方自治があったのかどうか。それは地方
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資料②　世帯の家族類型別変化 単位：千人

２００５年（平成１７年）１９６０年（昭和３５年）

％実　数％実　数

１００.０４９,０６３１００.０１９,５７１世　帯　総　数

７０.０３４,３３７９４.９１８,５７９Ａ　親族世帯
１９.６９,６３７８.３１,６３０１）夫婦のみ世帯
２９.９１４,６４６４３.４８,４８９２）夫婦と子ども世帯
１.３６２１１.３２４５３）男親と子ども世帯
７.１３,４９１７.３１,４２４４）女親と子ども世帯
６.１３,００４２５.４４,９７０５）夫婦・子ども・親世帯
６.０２,９３４９.３１,８２１６）その他の親族世帯

０.５２６８０.４７４Ｂ　非親族世帯

２９.５１４,４５７４.７９１９Ｃ　単独世帯

注１．出典：国勢調査
　２．その他親族世帯の内訳：

①夫婦と両親からなる世帯，②夫婦とひとり親からなる世帯，③夫婦と他の親族からなる世帯，④夫婦，
子どもと他の親族からなる世帯，５夫婦，親と他の親族からなる世帯，６夫婦，子ども，親と他の親族か
らなる世帯，７兄弟・姉妹のみからなる世帯，８他に分類されない親族世帯

　３．１世帯当たり親族人員：１９６０年４.４７人，２００５年２.５４人



自治ということでは到底いえないような限られた自治でありました。官尊民卑のイデオロギーが日

本社会全体を蔓延していたわけであります。戦後改革によって新憲法ができ，新憲法の中に地方自

治という章が設けられ，地方公共団体が中央政府と並び対等のものであると，うたわれていまし

た，しかし実質は中央集権的な統治が長らく続いて３割自治と揶揄される状況でした。それがよう

やく自治・分権の時代が９０年代前半以降進展してきたわけであります。

　そのきっかけになったのは衆参両院で超党派による地方分権推進決議が９３年６月に決定されまし

て，この時代から非自民大連立政権が登場してきます。細川内閣，羽田内閣，さらには村山連立内

閣，自民党・社会党の連立内閣ですが，そういうもとで地方分権推進法が９５年７月，地方分権改革

委員会が発足して地方分権の具体化が議論されてきたわけです。その成果の一つとして地方分権一

括法が成立して２０００年４月に施行されました。機関委任事務が廃止され，自治事務が飛躍的に拡大

したわけです。法定委任事務という国の事務を代行することは一部残りましたが，４７６本の法律が

改正されて，この頃から分権が一歩前進をしたわけであります。

　さらにその後，２００７年，地方分権改革委員会の新しい委員会が発足して３次の勧告，都道府県か

ら基礎自治体への事務権限の委譲，国の出先機関の統廃合，義務づけ，枠づけの見直し等々が勧告

され，これから国会審議をはじめとする議論を通じて具体化されていくということになっていくか

と思います。

　こうした形で自治・分権の時代が進展してきていますが，この地方分権の議論の経過から見えて

くるものについて留意しなければならないことがあると思います。それはこの議論の中には従来の

明治維新以来の中央集権的な統治構造を改革して，地方自治，住民自治の拡充という本来的な議論

があると同時に，もう一つは１９８２年に発足した中曾根内閣首相の「戦後政治の総決算」，臨調行革路

線，その後，引き継ぐ橋本内閣，小泉内閣などの「小さな政府」論，規制緩和，民間活力の重視と

いう新自由主義的改革のための議論が錯綜しているということです。この点をしっかり押さえてお

く必要があります。新自由主義路線，小さな政府論というものを実現していき，規制緩和，こちら

の方が，何か真の目的のようなところもあるわけです。ここのところに注意しておかないと自治・

分権で，すべて積極的進歩的なものだというふうにはならないということです。

　もう一つは国家機構を実質的に掌握している官僚組織による明治維新政府以来の既得権へのすさ

まじい執着と，それに対する政治家の統制が困難になってきている，このことが明らかちなってき

ていると思います。自民党・公明党連立政権の下では政治家は実質的な官僚統治に対して関与でき

ないという状況がありました。今，それを民主党政権が政治主導として挑戦しようとしています

が，簡単にはいかない，一筋縄ではいかないという状況を，今，我々は目のあたりにしているとい

うことであります。

　さらにもう一つ，そういうことがありながら，しかし日本社会，地域社会において明治維新政府

成立以来，百数十年を経て国民，住民が実質的に社会の主人公になれる社会システム制度を構築す

ることが可能な時代になりつつあるということも確認しておかなければならないと思います。しか

し同時に，そういう時代に入ってきていますが，長年の政官財，三位一体の政権運営で現在，本格
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的な格差社会が日本社会の中で広がろうとしています。そして国の天文学的数字の借金，８６０兆円

という巨大な借金と財政の極端な赤字体質，２０１０年度の国の予算は３７兆円の税収に対して４４兆円の

国債発行，通常の家計でいえば，とっくに自己破産しているような財政の赤字体質に国民，住民は

直面しているわけであります。こういうことを考えてみますと，これらの諸困難を解決していくた

めには住民自治の成熟が必要不可欠であるとういことになっていかざるをえないと思います。

　住民自治の理念と現実。自治の概念は西尾勝さんの『行政学の基礎概念』から参照したものです

が，「自治とは自律と自己統治，セルフガバメントの結合である」と端的に言っています。個人の自

律，これは個人が他者の統制に縛られず，自らの意思が自らの行為を律することをオートノミー，

自律といっています。これは個人の問題ですから達成することはそんなに難しいことではないわけ

ですが，集団，社会の自律が大変です。集団の自律は外部との関係の自律だけではなく，私的領域

と公共的領域の境界を定めて，個人の自律と集団の自律を調整する基準をつくって，それに基づく

自己統治が必要不可欠であります。これが実は極めて難しいテーマになってきます。

　そういう点で，日本の地域社会における住民自治の歴史を振り返ってみますと，農村型社会は村

落共同体という１００～２００戸程度の小さな集落が単位になっていて，村落共同体の場合は全体への個

の埋没，個の自律を欠く自己統治です。それは住民自治の観点からいれば，片面的で本来の自治で

はない。全般的都市化，都市型社会では，生存確保，自分の生存を維持していくために自立という，

自分で自分の生活の責任を負うという自立は確立されてきましたが，またそうならざるをえなかっ

たわけですが，しかしこれは私益のみへの執着と他者への無関心を生みました。その具体的な内容

は，人と人との関係でいうと「孤立と分散」，これが基調であります。こういうことでありました

が，現実の歴史の中では高度経済成長期の国・自治体による，産業基盤整備重視と生活基盤軽視か

ら発生した現代的貧困によって都市を中心とする住民にさまざまな生活困難が直撃しました。公害

や環境破壊，あるいはさまざまな共同生活を維持していくための施設の不充足ということから多く

の住民は生活を守るために住民運動を立ち上げて革新自治体をつくりあげていくということが，

１９６０年代末～７０年代にかけて発生して，当時，日本の人口の４割が革新自治体に住む住民というこ

とがありました。こういう住民パワーは自分たちの生活防衛という動機が原動力でしたが，しかし

住民パワーは住民自治の画期的な結実だと評価することができると思います。

　しかしその後，小泉内閣による自民，公明連立政権による新自由主義政策によって戦後，新憲法

のもとで労働三法という労働者保護制度がありましたが，規制緩和で崩されていき，派遣労働者を

はじめ，さまざまな非正規労働者の発生，ワーキングプワーが一気に増大する。本格的な格差社会

が到来しました。昨年総選挙によって「コンクリートから人へ」というスローガンを掲げた，国民

生活擁護のマニフェストの民主党政権をつくりあげた国民のエネルギーも住民自治の巨大な潜在力

を示していると思います。しかし政権発足以来，さまざまに今，あれこれの問題点が指摘されてい

ます。長期的な自民党政権の中でいろんな問題が山積しているわけで，一気にすべて解決すること

は到底不可能なこともあるわけです。しかし同時に民主党政権の政治基盤，政治理念等々を見た

時，いろんなことは，これからも出てくるだろうと思わざるをえません。
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　そういうことの中で，これからの統治構造と住民自治をどう考えていったらいいかについて，最

後に私の考えを述べさせていただきたいと思います。現在の時点は諸個人が社会の主人公になりう

る，そういう物質的基盤が形成され，そして政治的文化的にも，そういうことを可能にするような

社会的発展があると思います。もう一つは地球環境問題が深刻化している，温暖化をはじめとする

さまざまな地球環境問題はそのまま放置すれば人類の持続的な生存は危機に瀕するということで

す。これらの点については多くの人々の認めるところであります。さらにグローバル化の進展は今

もなお加速度的に進展しています。こういう時代の統治構造はどうあるべきか，ということであり

ます。資料③にまとめておりますが，一つは国民国家の限界ということがあるのではないかと。国

内的には自治・分権の徹底をこれからも進めていかなければならない。そうすると国家の権限，国

家の機構は縮小，相対化せざるをえないと思います。国際的に見た時，残念ながら地球上の平和が

確立しているわけではありません。さまざまに民族的な対立をはじめ様々な紛争が世界各地であり

ます。地球環境問題の解決の具体的な方針は，まだつくられているわけではありません。そういう

中で地球環境問題一つとりましてもCOP１５の議論でも国民国家の利害が優先されて人類共通の方
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資料③　人類史上の地域社会・地域生活の共同性・人間主体の変遷

時代 前近代
近代

現代
未来

地域社会の
空間位置

封
建
的
国
家

地域生活
の共同性

地域生活上の
人間関係

人間主体
のあり方

即時的
共同性

地縁・血縁

自律の未確立

孤立・分散

自己権利の主張
と他者への無関心

自立

対自的
共同性

個人の尊重と
住民間の連帯

自律

地域
社会

むら社会 都市化
（移行期）

都市型社会 新しい
協働社会

むらむら

むら

むら
むら

むら

むら
地域
社会

地域
社会

地域
社会

地域
社会

地域
社会

地域
社会

地域
社会

地域
社会

地域
社会

地域
社会

地域
社会

地域
社会

地域
社会

地域
社会

地
球
社
会

国
民
国
家

地球社会

国民国家

出典：筆者作成



向性を確認・共通認識することができない。そのためには地球社会の形成，地球社会の統治機構が

形成されていくことが必要不可欠です。国際連合をはじめさまざまな国際機関がありますが，残念

ながら国民国家に一定の規制を加えることができるような国際機関はまだ実現されていません。そ

れをつくっていかないと人類の生存は保障されていかないということであります。

　もう一つは住民自治に立脚した地域社会の創造を，これから模索していかなければならないと思

います。資本主義的な文化によって形成された自己責任という意味での自立はつくりあげられた

が，しかし他者との連帯に，なかなか踏み込めない。孤立と分散を克服していく，住民自治の創造

をつくり上げていかなければならない。そうすることによって今日の国家財政の危機的な状況の中

で，地域社会の中から，より安定した安全な住民生活を保障していくことが可能になっていくので

はないかと思います。そういうことはまだ現在の段階では日本の地域社会の中で大きなうねりにな

ってつくりあげられているとはいえませんが，しかし全国各地を見ていけば，さまざまにいろんな

先進的な取り組みが行われていることを私たちは確認することができます。この間，地域社会を調

査する中で，私自身も体験し，実践していることを挙げさせていただきますと，基礎自治体・行政

と住民の絶妙な協働関係をつくりあげていって，その地域の住民の安全で安心できる，そしてそれ

なりに豊かな住民生活を確立している地域があります。

　福井県上中町です。現在，三方町と合併して若狭町となっていますが，ここの事例であります。
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出典：財団法人日本農業土木総合研究所『住民参加方式による村づくり（福井県上中町）』平成１０年３月

資料④　上中町における集落の組織及び合意形成フロー

区　役　員

進路調整

神社総代
檀家総代
自衛消防団

区　長
区長代理
農家組合長
防災部長
厚生部長
建設部長
会　計　係

区問題
審議

答申計画
報告

区問題の
審議依頼

答申計画
提出

活動
協力

計画審議
委　　員

選　出
グループ
まとめ報告
課題提出

選　出

（年代別グループ） 全員参加

区
と
の
調
整

班
へ
の
進
路

班　

長

議
案
提
出

役
員
選
出

研
究
結
果

研
究
依
頼

採　

決　

権

義　
　
　

務

代　
表　
出　
席

振興委員会
15名～20名
うち
常任委員
5名

自主学級長
庶務・会計

自主学級
運営委員会

（グループ長会）

子
供
会
世
話
人

青
少
年
詮
議
長

体　
育　
委　
員　
会議　長

執行部・書記
区　総　会
（議決機関）
一世帯一人制

班　長
第1班

区　　　住　　　民
班　長
第2班

班　長
第3班

班　長
第4班

班　長
第5班

班　長
第6班

班　長
第7班

○○○会
グループ長

○○○会
グループ長

○○○会
グループ長

○○○会
グループ長

○○○会
グループ長

○○○会
グループ長

班　長
第8班

集落の課題依頼集落の課題依頼
事務分担依頼事務分担依頼
集落の課題依頼
事務分担依頼



資料④。ここはいくつかの集落から成り立っている純農村地域であります。ここでの集落の合意形

成をみると，相当古い農村地域でありながら，この合意形成フローは現代的な住民の総意を結集す

る組織図であります。こういうものによって子どもから大人まですべての地域住民の意思を結集し

てそれを行政と話し合いをして行政の施策に採り入れさせるということをやっています。ここでは

さまざまな生活基盤，上下水道，農道，集会所，医療施設，福祉施設が完備しています。こういう

社会的共同手段を整備していく時に地元負担がある。下水道整備をしていく時に３割は住民が負担

している。異論があるところかと思いますが，それなりに住民も負担しながら生活基盤をきちんと

整備していく。こういう事例があります。

　二つ目は小さな集落が大きな社会的ネットワークに支えられている沖縄の集落です。１００世帯前

後の小さな村では，沖縄県では戦前から経済的に貧しいということで本土や海外への移住や出稼ぎ

で経済的基盤を維持してきた。その中で１００世帯くらいの小さな母村と，そこから移住した他の地

域，本土や海外や沖縄の那覇等に移住している人たちが，移住後も母村と緊密で濃密なネットワー

ク，社会関係をつくっていて，そのことによって母村が経済的，文化的，社会的に支えられている

という構造を沖縄の集落は持っています。２００６年，総務省で限界集落の全国調査をしました。９地

帯に分けてみると，１０年以内に全国で４２２の限界集落が消滅するだろうという結果が出ています。

そのうち沖縄の集落では消滅集落は０です。さらに１０年後になりますと，６万２２７１のうち２１９が消

滅する。沖縄では２つのみです。それは沖縄集落が移住した先と母村が深い交流をしていて，移住

先の住民も定年退職したら，ふるさとに帰ってくる，そういう中で，ちゃんと集落が再生産されて

いるということであります。

　この上中町にしても沖縄の集落にしても，地方というか，農村地域ですが，もちろん大都市でも

今日，多種多様なボランティア，NPOなどの市民活動が展開しています。ここでささやかな事例で

すが，地域社会，今の都市型社会の段階で，個人の自立はあるが，住民の社会関係，人間関係は孤

立，分散が基調だということの中で，都市の居住地でその地域に住む児童から高齢者まで含めて，

安全で安心な地域社会になっていくためには，住民同士が互いに連帯して自分で地域社会をよくし

ていく活動に一歩足を踏み出すことが必要だろうと，京都市の宇多野学区で地域福祉センターとし

て，２００５年から活動していますNPO法人フォーラムひこばえについて紹介します。昨年７月，京

都市の児童館として認定を受けました。そういうものが都市でも，あちこちであるわけです。今は

全国各地において，点の存在ですが，これを線にし，さらに面にしていく，そういうことが，これ

から求められていくだろうと思います。

　私はこの３月で定年退職しますが，退職後は，地域社会のすべての人たちが暮らしやすい地域社

会になるように住民自治を発展させていくために，一住民として今後も活動していきたいと考えて

おります。以上で私の最終講義を終わります。どうもご清聴ありがとうございました。
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１．略　　歴

１９４４年８月１３日 中国河南省開封に生まれる

１９６８年３月 北海道大学文学部卒業

１９７０年３月 北海道大学大学院文学研究科社会学専攻修士課程修了

１９７０年１月 北海道立総合経済研究所就職

１９７６年３月 北海道立総合経済研究所退職

１９７６年４月 立命館大学産業社会学部助教授

１９８５年４月 立命館大学産業社会学部教授

２０１０年３月 立命館大学定年退職，４月１日より名誉教授

　（主な学内役職歴）

１９８３年４月～１９８４年３月 産業社会学部学生主事

１９８９年４月～１９９０年３月 産業社会学部主事

１９９０年４月～１９９１年３月 産業社会学部調査委員長

１９９７年４月～１９９９年３月 産業社会学部長・社会学研究科長

２００４年４月～２００７年２月 学生担当常務理事

２００４年４月～２００７年３月 学生部長

２００５年４月～２００７年３月 スポーツ強化センター長

２００７年４月～２００８年３月 入試副総主査

２００８年４月～２００９年３月 入試総主査

学　　位　文学修士（北海道大学）

専門分野　社会学関係（社会事業関係含む）

研究課題　地域社会の社会学的研究

２．学　　会

日本社会学会（理事２００３年１０月～２００６年１０月）

地域社会学会

日本労働社会学会
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３．社会における活動など

NPO法人ひこばえ理事長（２００５年２月～現在に至る）

４．主な研究業績

　著　　書

１．佐々木嬉代三・中川勝雄編『転換期の社会と人間』（法律文化社，１９９６年）

２．中川勝雄・藤井史朗編著『労働世界への社会学的接近』（学文社，２００６年）

　論　　文

１．「北海道の金属機械工業における技能労働力の実態」（道総合研『北海道労働研究』１０９号所

収，１９７１．３）

２．「土木業の労働過程と建設労働者の実態」（道総合研『北海道労働研究』１１１号所収，

１９７２．３）

３．「北海道における労働者階級の内部構成」（道総合研『北海道経済の現況と課題』所収，

１９７２．３）

４．「出稼ぎの現況と発生要因─青森県東津軽郡・下北郡の事例から─」（道総合研『総合研時

報』３６号所収，１９７２．１０）

５．「北海道女子労働文献紹介その１」（道総合研『北海道における女子労働（Ⅰ）』所収，

１９７３．３）

６．「北海道女子労働文献紹介その２」（道総合研『北海道における女子労働（Ⅱ）』所収，

１９７４．３）

７．「建設労働の供給構造」（道総合研『北海道労働研究』１１３号所収，１９７３．３）

８．「建設技能労働者の不安定就労の存立条件」（道総合研『北海道労働研究』１１５号所収，

１９７４．３）

９．「『昭和４９年度労働白書─労働力事情の変化と勤労者福祉への道─』を読んで」（北海道経

済研究所『北海道経済』所収，１９７５．１）

１０．「建設技能労働者の形成と労働移動」（道総合研『北海道労働研究』１１７号所収，１９７５．３）

１１．「季節労働力の需要動向」（道総合研『北海道における季節労働（Ⅰ）』所収，１９７５．３）

１２．「建設技能労働者の形成と再生産構造」（道総合研『北海道労働研究』１１９号所収，１９７６．３）

１３．「賃労働者層の生活史分析に関する一考察─炭鉱労働者の３層（職員，本鑑，組夫）の比較

分析─」（北海道大学教育学部『教育学部紀要』所収，１９７６．３）

１４．「『高度成長』過程における建設労働市場構造の変化─北海道の場合─」（坂寄敏雄・塩田

庄兵衛編『労働問題の今日的課題』有斐閣所収，１９７９．８）

１５．「高度成長過程における労働運動と生活の変化」（立命館大学産業社会学会『連続講演：８０

年代日本における社会運動の展望とその主体形成』所収，１９７９）
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１６．「労働と生活問題」（立命館大学産業社会学部共通教材『現代の社会』所収，１９８０）

１７．「書評：庄司興吉・元島邦夫編『地域開発と社会構造』を読んで」（現代社会研究会『新し

い社会学のために』２２号所収，１９８０）

１８．「企業と地域社会」（『立命館産業社会論集』２６号所収，１９８０）

１９．「生活の諸局面とライフサイクル」（立命館大学人文科学研究所『特集：自動車工業労働者

の労働と生活』紀要３２号所収，１９８１）

２０．「豊田市住民の地域生活」（同上）

２１．「自動車産業労働者の社会的性格」（笹森秀雄・布施鉄治・二谷鉄夫編『地域社会と地域問

題』梓出版社所収，１９８１）

２２．「地域生活の貧困と連帯」（大阪福祉事業財団職員共済会『福祉のひろば』所収，１９８１）

２３．「H炭鉱職員層の事例分析」（布施鉄治編著『地域産業変動と階級・階層』御茶ノ水書房所

収，１９８２）

２４．「トヨタの高蓄積と労働者の労働・生活」（基礎経済研究所『経済科学通信』３６号所収，

１９８２）

２５．「国家政策と地域住民の生活構造の変化」（布施鉄治・鎌田とし子・岩城完之編『日本社会

の社会学的分析』アカデメイア出版会所収，１９８２）

２６．「地域社会と地域住民組織」（石川・高橋・布施・安原編著『現代日本の地域社会』青木書

店所収，１９８４）

２７．「家族と婦人」（立命館大学産業社会学部共通教材『現代の社会』所収，１９８３）

２８．「学会動向：地域社会学研究動向」（立命館大学産業社会学部『立命館産業社会論集』第２０

巻第１号所収，１９８５）

２９．「豊田市の都市形成と地域行政」（小山陽一編『巨大企業体制と労働者』御茶ノ水書房所収，

１９８５）

３０．「住民の地域生活と政治構造」（同上）

３１．「『労使一体』から遠ざかる大企業労働者」（『住民と自治』自治体研究社通巻２９６号所収，

１９８５）

３２．「現代と階級闘争」（小野・清野編『現代社会を考える』法律文化社所収，１９８７）

３３．「豊田市と自動車産業」（『巨大企業体制下の下請け企業と労働者』立命館大学人文科学研

究所紀要NO４５号所収，１９８８）

３４．「生活様式のうつりかわり」（立命館大学産業社会学部共通教材『現代の社会』所収，１９８８）

３５．「成長する工業都市における町内会の包摂とコミュ二ティ管理」（岩崎他編『町内会の研

究』御茶ノ水書房所収，１９８９）

３６．「コーポラティヴハウスにおける新しいコミュ二ティ形成」（同上）

３７．「管理社会化の進展と住民自治」（職業・生活研究会編『自動車産業と地域社会』所収，

１９９１）
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３８．「M町の概況と住民構成の特徴」（『巨大企業体制と住民─第Ⅱ期トヨタ調査中間報告（そ

の２）』立命館大学人文科学研究所紀要NO５４号所収，１９９２）

３９．「地域住民組織の日米比較」（日本地域経済学会『地域経済学研究』第３号所収，１９９２）

４０．「『町内会』見直しのとき」（日本経済新聞夕刊，１９９３．３．８）

４１．「HAS PITTSBURGH BEEN CONTINUING TO DEVELOP ?」（『立命館産業社会論集』第

２９巻第１号所収，１９９３）

４２．「書評：布施鉄治編著『倉敷・水島／日本資本主義の展開と都市社会─繊維工業段階から

重化学工業段階へ；社会構造と生活様式変動の論理─』」（日本労働社会学会『日本労働社

会学会年報』第４号所収，１９９３」）

４３．「豊田市地域社会の成熟過程と住民自治」（職業・生活研究会『企業社会と人間─トヨタの

労働・生活・地域─』法律文化社所収，１９９４）

４４．「君にとっての『ふるさと』はどこですか」（立命館大学産業社会学部『基礎演習ハンドブ

ック─産社で学ぶ─』所収，１９９６）

４５．「地域社会変動と住民組織・住民運動」（岩城完之編著『産業変動下の地域社会』学文社所

収，１９９６）

４６．「仮設住宅入居者の避難生活と生活再建の課題」（立命館大学震災プロジェクト・社会シス

テム部会編『阪神・淡路大地震・被災から再生へ』所収，１９９６）

４７．「移民供給村における住民生活と社会構造」（「移住と社会」研究会編『移住と社会的ネット

ワーク─沖縄県今帰仁村を事例にして─』立命館大学人文科学研究所紀要NO６８所収，

１９９７）

４８．「社会人院生の学習・生活実態および教育ニーズに関する調査の結果」（立命館大学教育科

学研究所『大学論と大学評価に関する総合的研究・立命館大学教育科学プロジェクト研究

シリーズⅨ』所収，１９９８）

４９．「産業と空洞化」（地域社会学会編『キーワード地域社会学』所収，ハーベスト社，２００５）

５０．「福井県上中町住民意識調査報告」（２００２）

５１．「舞鶴市ボランティア意識調査報告」（２００２）

５２．「京都市における高齢者福祉情報システムの開発研究：市民のボランティア活力による高

齢者問題克服のための福祉情報ネットワークの構築を目指して」（文部科学省科研究費　

研究代表者，２００３）

５３．「医療・保健・福祉連携の社会的ネットワーク構築をめざして」（立命館大学産業社会学

部・日本生活協同組合連合会医療部会協同プロジェクト『第４期合同プロジェクト・研究

成果報告書（１）』所収，２００５）

５４．「地域社会と住民生活」（加藤他編著『人間らしく生きる福祉学』ミネルヴァ書房所収，

２００５）

５５．「沖縄集落における住民・世帯構成の動向」（『立命館産業社会論集』第４４巻第１号，２００８）
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